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「公平負担のための受信料体系の現状と課題に関する研究会取りまとめ（案）」に関するＮＨＫ意見 

 

 

 
受信料は、公共放送機関である日本放送協会(以下、「ＮＨＫ」といいます。)の放送が、自主的・自律的に行われる

ことを保障する財源として、広く視聴者の皆さまに負担していただいているものです。このためＮＨＫは、負担の公

平の徹底に向け視聴者の皆さまのご理解を得られるよう最大限努めるとともに、受信料体系については、時代状況の

変化にも対応しつつ視聴者の皆さまのご意見に耳を傾けながら、全体のバランスの上に立って、必要があればこれを

見直すなど、自主的・自律的に受信料関係業務の執行に当たってきました。 

したがって「公平負担のための受信料体系の現状と課題に関する研究会」（以下、「研究会」といいます。）により取

りまとめ（案）の中で示された、「ＮＨＫにおいて、国民の視点に立った公平・公正かつ透明性のある受信料体系につ

いての検討が行われ」るべきとの基本的な考え方は、ＮＨＫとしても当然のことと受け止めています。 

こうした観点から、研究会の構成員の方々におかれても、今回の受信料体系の検討と取りまとめ作業に、もとより

「見直し先にありき」ではなく、予断なく現状の施策を精査・検証され、中立的な立場に立って冷静に評価されるべ

く、臨まれたことと思います。 

しかしながら、公表された取りまとめ（案）の内容は、実際に構成員の方々が研究会の会合で交わされた議論との

間に、ときに飛躍があり、また、結論の妥当性の確認が不十分であったり、現状認識が必ずしも正確でない箇所があ

るのではないか、との印象がぬぐえません。 

取りまとめ（案）に盛り込まれた提言内容は、ＮＨＫの業務執行の具体的方法そのものに関するものです。ＮＨＫ

は、公共放送の実施に責任ある機関として、実情に合わない不合理な施策であれば採り得ないことをご理解いただき

たいと思います。以下に、より良き最終取りまとめとなるようにとの観点から、ＮＨＫの考え方および修正すべき具

体的な項目を掲げますので、これらを十分に考慮され、その内容を最終取りまとめに反映していただきますよう要望

いたします。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

「は 

じめ

に」 

１ 

１３ ３ （中略）受信料不払いの状況が依然として厳しい

状態にあることを真しに受け止め、（以下略） 

○平成１８年度の支払率が改善していることをふまえ、次のとおり

修正されることを要望します。 

 

 

 

１～５ 

３ （中略）受信料不払いの状況は改善傾向が見られるものの、

依然として厳しい状態にあることを真しに受け止め、（以下略） 

５ 本研究会における検討に当たっては、透明性確保

の観点から、（中略）基本スタンスとした。 

○本研究会で実際に行われた議論の内容については、総務省のホー

ムページに「議事要旨」として公表されていますが、意見募集の

締め切り５日前に至ってもなお、公表されているのは、６月２２

日の第２回会合までにとどまっており、第３回から第６回までの

具体的な議論の内容が意見募集に応えようと思う全国の視聴者の

皆さまに十分に伝わらないままとなっていることは、透明性確保

の観点から、残念なことと考えます。 

「は 

じめ

に」 

２ 

１０ 
～ 
１６ 

７ 放送法の規定により、（中略）に当たっては、こ

の報告書に示された考え方を十分考慮することを強

く期待したい。 

○放送法が予定しているＮＨＫと政府との基本関係をふまえ、取り

まとめ（案）に下線部分を挿入し、次のとおり修正されることを

要望します。 

 

 

 

 

 

７ 放送法の規定により、（中略）に当たっては、言論報道機関

としてのＮＨＫに対する政府の関与を最小限にとどめている放

送法の趣旨をふまえつつ、この報告書に示された考え方を十分

に考慮することを強く期待したい。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

３ ９ ２ 受信契約等の現状 

（中略） 

受信契約の未契約者、受信料の不払者が増加しており

、支払率については昨年度末からやや改善しているも

のの、（以下略） 

○平成１８年度の支払率が改善していることをふまえ、次のとおり

修正されることを要望します。 

 

 

 

１０ １～１０ ４ 契約率等の算定の母数となる世帯数等の基礎的

データ 

ＮＨＫは、受信料の公平負担の現状を把握するため

、受信契約の契約率、受信料の支払率などの受信契約

の状況の把握に努めている。（以下略） 

○ＮＨＫとしては、受信契約の契約率や支払率は、現状を把握する

ためだけでなく、毎年度の予算・事業計画や中長期計画を策定す

る際に定める受信契約件数等の増加目標の算定等、将来の予測の

ためにも重要な指標であると認識しています。 

○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 

 

 

 

 

受信契約の未契約者、受信料の不払者が増加し、その後、支払

率については昨年度末からやや改善しているものの、（以下略） 

 

ＮＨＫは、受信料の公平負担の現状を把握するとともに、翌

年度さらには中長期的な受信料収入の予測に資するため、受信

契約の契約率、受信料の支払率などの受信契約の状況の把握に

努めている。（以下略） 

○「再検討」とありますが、なぜ「再」なのか、その趣旨が明らか

ではありません。 

（１）契約率等の算定の母数となる世帯数等の推計

方法の再検討の意義 

１１  

～ 

２０ 
（中略） 

○また、「見直し」とありますが、まず「見直しありき」ではなく、

現在行われているものを「精査」したうえで、仮に見直す必要が

あれば見直すべきものではないでしょうか。その結果、見直しの

必要に至らないものについては見直す必要はなく、見直しそのも

のが目的となることは適当ではないと考えます。 

今回の再検討は、契約率、支払率の算定の母数とな

る世帯数等、すなわち「契約対象件数」の推計方法を

見直すことにより、信頼性のより高い契約率、支払率

の把握を可能とし、公平負担の議論の土台を踏み固め

ることを目的に行うものである。 「精査」と「見直し」は異なるものであり、取りまとめ（案）の 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１０   「はじめに」に書かれているように、研究会ではデータの「精査」

について検討されたと理解しています。 

○「より高い」という表現は、現状の信頼性が低いかのような予断

を与えると考えます。 

○以上のことから、「再検討」の「再」を削除するとともに、「見直

す」という言葉を「精査する」に、「信頼性のより高い」を「信頼

性の高い」に修正されることを要望します。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

○これ以外にも、取りまとめ（案）では、「見直し」の言葉が使わ

れている箇所がありますが、上記で述べた理由により、「見直し」

という言葉を「精査」に修正されることを要望します。 

１６ 

 

４～５ （３）契約率等の算定の母数となる世帯数等の推定 

方法の見直し 

○既に述べた理由により、次のとおり修正されることを要望します。 

 

 

 

①推計方法の見直しの基本的考え方 
（３）契約率等の算定の母数となる世帯数等の推定方法の精査

①推計方法の精査の基本的考え方 

今回の検討は、契約率、支払率の算定の母数となる世帯数等、

すなわち「契約対象件数」の推計方法を精査することにより、信

頼性の高い契約率、支払率の把握を可能とし、公平負担の議論

の土台を踏み固めることを目的に行うものである。 

（１）契約率等の算定の母数となる世帯数等の推計方法の検討

の意義 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１６ ６～８ 現在のＮＨＫによる契約数等の算定の母数となる

世帯数等の推計は、国勢調査や事業所・企業統計調査

といった公的統計を基にしつつも、ＮＨＫの独自調査

等を利用することにより実施されている。 

○この部分は、取りまとめ（案）１０ページの『このため、ＮＨＫ

は、国勢調査、事業所・企業統計調査などの公的統計を基にしつ

つ、これらの統計で捕捉することのできない部分については独自

の調査も活用することにより、「契約対象件数」を推計している。』

の要約となる部分であると考えますので、それに沿った中立的な

文章とすることが必要と思われます。 
 

○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 ９～１５ 他方、推計の結果を利用して算出される契約率や支

払率は、国民間の負担の公平性を示す重要な指標であ

り、国民視聴者にとって信頼性のより高いものである

必要がある。 

受信料の支払の対象となる世帯数・事業所数（又は

事業所内の部屋数）を直接把握することのできる公的

統計がない以上、これを推計によって求めることはや

むを得ないが、国民の目から見て信頼性のより高いも

のとするため、例えば、以下のような視点から考える

ことができるものと考えられる。 

○「より高いもの」という表現は、現状の信頼性が低いかのような

予断を与えるとともに、「やむを得ない」という表現は、本来的

に望ましくないかのような予断を与えるため、推計により対象数

を示すことの積極的な意義を示す観点から、次のとおり修正され

ることを要望します。 

 
他方、推計の結果を利用して算出される契約率や支払率は、

国民間の負担の公平性を示す重要な指標であり、国民視聴者に

とって信頼性の高いものである必要がある。 

受信料の支払の対象となる世帯数・事業所数（又は事業所内

の部屋数）を直接把握することのできる公的統計がないことか

ら、これを推計によって求めることが当然必要となるが、国民 

現在のＮＨＫによる契約数等の算定の母数となる世帯数等の

推計は、国勢調査や事業所・企業統計調査といった公的統計を

基にしつつ、必要に応じ、ＮＨＫの独自調査等を利用すること

により実施されている。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１６ 

～ 
 

１７ 

  

 

 

 １６～ ア 公的統計の活用 

独自調査等はあくまでも補完的な利用に止め、より信

頼性の高い公的統計が活用できる推計プロセスには、

公的統計が用いられているか。 

イ 契約率、支払率の把握目的との親和性 

活用可能な公的統計が複数ある場合には、（以下略）。

ウ 合理的な調査の活用 

公的統計を活用できない推計プロセスについても、

（以下略） 

エ 独自調査の限定的な利用 

公的統計によらない調査を用いて行う推計プロセ

スをできるだけ少なくしているか。 

○推計方法の設計にあたっては、公的統計、独自調査を問わず、利

用し得る手段の中から、目的に照らし、最も信頼性が高く、かつ

経費効果の高いものを選択すべきであると考えます。公的統計を

優先し、独自調査を限定的に利用するといった考え方が常に妥当

するとはいえないと考えます。 

○また、公的統計については、経費効果の観点のほかにも、国勢調

査のように、統計法に基づく指定統計として、国民の調査協力義

務などが定められており、任意の協力に基づく調査では得られな

い高い精度が得られる公的調査があり、そのような信頼性の高い

公的調査を利用できるかどうかは常に検討すべきです。 

○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 

 

 

 

 

 

 

ア 信頼性の高い公的統計の活用

信頼性の高い公的統計が活用できる推計プロセスには、公的

統計が用いられているか。 

イ 契約率、支払率の把握目的との親和性 

活用可能な信頼性の高い公的統計が複数ある場合には、（以下

略） 

ウ 合理的な調査の活用 

信頼性の高い公的統計を活用できない推計プロセスについて

も、（以下略） 

の目から見て信頼性の高いものとするため、例えば、以下のよ

うな視点から考えることができるものと考えられる。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１６ 

～ 
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１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○推計プロセスの数を少なくすること自体に意味があるのではな

く、むしろ使用する統計の間で重複や欠落がないことが重要な視

点であるため、次のとおり「オ」を追加されることを要望します。 

 

 

 

 
１７ １４～ ②世帯における「契約対象件数」の推計方法の見直し

ア 推計の基礎となる統計の見直しの必要性 

（中略） 

 

エ 独自調査等の適切な利用 

信頼性の高い公的統計によらない独自調査等を用いて行う推

計プロセスが適切に行われているかどうか。 

オ 統計相互間の整合的な利用 

複数の統計を使用する場合、統計相互間での欠落や重複がな

いか。 

○既に述べた理由により、次のとおり修正されることを要望します。 

 
 
 

 
１７

～ 

１８ 

 また、平成 12 年国勢調査に基づき平成 15 年 10 月

に推計が行われた「日本の世帯数の将来推計」では、

平成17年10月以降の世帯数の増加率が大幅に逓減す

るとの結果を得ているが、住民基本台帳に基づく世帯

数（実績値）ではこうした逓減傾向が表れていないた

め、今後、例えば、ＮＨＫが平成 17 年国勢調査に替

えて平成 22 年国勢調査を母数の推計に利用する際

に、上記方法による時期補正で生じた誤差を大幅に補

正する必要が生じるおそれがある。 

○世帯数の逓減傾向が今後どのような推移をたどるか現時点では必

ずしも明らかではなく、国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の世帯数の将来推計」によっていては、果たして本当に大幅な補

正が必要になるかも明らかではありません。したがって、取りま

とめ（案）の記述は適切でないと考えます。 

○「日本の世帯数の将来推計」は、国勢調査に基づく世帯の将来推

計に関して国が行う公的調査として、国民に広く用いられている

ものですから、仮に同推計に問題があるとするならば、政府にお

いてその点の検討と改善を行うことが望まれます。 

②世帯における契約対象件数の推計方法の精査

ア 推計の基礎となる統計の精査の必要性 



 

頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
１７

～ 
  

 

○したがって、取りまとめ（案）を以下のとおり修正されることを

要望します。 
１８ 

 

 

 
１８ １１ 

～ 

１６ 

（中略） 
しかし、他の統計を利用して、補正をせず直接にこう

した世帯を把握することで、推計を信頼性のより高い

ものとできるのであれば、そうした方法を選択するこ

とがより適当と考えられる。 
したがって、契約率等の算定の母数の信頼性や連続

性を確保するため、推計の基礎となる統計の見直しが

検討されることが適当である。 

 

○「したがって」以降で「連続性の確保」について触れられていま

すが、その前に連続性について説明することが必要であるため、

次のとおり修正されることを要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、他の統計を利用して、補正をせず直接にこうした世帯

を把握することで、推計を信頼性のより高いものとできるので

あれば、そうした方法を選択することがより適当と考えられる。 
 他方、推計の基礎となる統計を変更した場合は、過去との連

続性が失われ、業務に支障を生じるおそれがあることから、そ

のような連続性にも考慮する必要がある。 
 したがって、契約率等の算定の母数の信頼性や連続性を確保

するため、推計の基礎となる統計の精査が検討されることが適

当である。 

（前略）上記方法による時期補正で生じた誤差を補正する必要

が生じる可能性がないとは言えない。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１８

～ 

１９ 

１７～ イ 推計の基礎となる統計の見直し 

国勢調査と並んで「総世帯数」の推計に利用できる

統計としては、住民基本台帳に基づく世帯数がある。

国勢調査、住民基本台帳に基づく「世帯」の定義は、

いずれも受信規約における「世帯」の定義とほぼ同様

であり、いずれの統計を利用しても、受信規約との親

和性の観点からは、特段の問題はないものと考えられ

る。ただし、アに述べた現在の推計方法の抱える課題

を考慮すれば、基本的に「一般世帯」、「施設等の世

帯」及び「不詳世帯」の区別なく、年度ごとの世帯数

を一次的データとして把握している住民基本台帳に

基づく世帯数を活用して以下のような見直しについ

て検討することが、国民視聴者の目から見た場合に、

母数の信頼性等を高めることにつながるものと考え

られる。 

○「国勢調査」は、国民の調査協力義務を背景に、現地で一軒一軒

の世帯を確認して調査しているものですが、「住民基本台帳」は住

民による自治体への届出数の集計であり、国勢調査の方が、受信

契約の基礎となる世帯の把握の点で、親和性が高いと考えます。 

 

○この点に関して、総務省の「国勢調査に関するＱ＆Ａ」ホームペ

ージでも、「住民登録があるから、国勢調査は必要ないのではない

ですか？」との問に対して、「住民登録の変更をしないで転居する

人がいるため、住民登録による住民票の届出場所と実際に住んで

いる場所が一致しない場合があります。このため、議員定数の決

定や地方交付税の算定などの基となる法定人口には、一定時点で

すべての人口・世帯を調査する国勢調査の結果が利用されていま

す。」と明記されています。 

 

○また、二人以上世帯と単身世帯ではテレビ普及率が異なるため、

ＮＨＫでは、国勢調査で調査・公表される「世帯の人数別の数」

に基づき、二人以上世帯と単身世帯に、それぞれ異なるテレビ普

及率（二人以上世帯は 99％、単身世帯は 95％）を乗じてテレビ普

及世帯総数を推計しています。住民基本台帳では「世帯の人員別

の数」が集計・公表されていないために、住民基本台帳を利用す

る場合は、この推計方法が使えないことになります。 

 

○このように、住民基本台帳を活用した方法にも誤差やデメリット 

がありうることから、初めから「見直しありき」という姿勢を取

るのではなく、過去の支払率等との連続性や中長期的な将来予測

が可能な「現在の推計方法をそのまま継続する方法」も、検討対 



 

頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１８

～ 

１９ 

 
 

象とされるべきと考えます。また、連続性の確保や将来予測が可

能な点を、この方法のメリットとして明記されることを要望しま

す。 

 

○このため、ＮＨＫとしては、取りまとめ（案）を次のとおり修正

されることを希望します。 

 

  
 

 

イ 推計の基礎となる統計の精査

国勢調査と並んで「総世帯数」の推計に利用できる統計とし

ては、住民基本台帳に基づく世帯数がある。国勢調査、住民基

本台帳に基づく「世帯」の定義は、いずれも受信規約における

「世帯」の定義とほぼ同様であるが、国勢調査は現地確認を行

い、住民基本台帳は届出の受理のみという調査・登録方法の違

いがあることから、いずれの統計を利用しても、受信規約との

親和性の観点からは、特段の問題はないかどうか精査する必要

があるものと考えられる。したがって、アに述べた現在の推計

方法の抱える課題と、他方で基礎となる統計を変更する場合の

問題点等を考慮して、現在の推計方法をそのまま継続する方法

のほか、「一般世帯」、「施設等の世帯」及び「不詳世帯」の

区別なく、年度ごとの世帯数を一次的データとして把握してい

る住民基本台帳に基づく世帯数を活用する案を含む、以下の３

案についてＮＨＫが検討することが、国民視聴者の目から見た

場合に、母数の信頼性等を高めることにつながるものと考えら

れる。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
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１８

～ 

１９ 

 

 案の１ 推計の基礎となる統計を国勢調査ではなく、

住民基本台帳に基づく世帯数とする方法 

案の２ 推計の基礎となる統計は国勢調査のままと

し、国勢調査が行われない５年間の世帯増を

「日本の世帯数の将来推計」ではなく住民基本

台帳を利用した時期補正により推計する方法 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  総世帯数の推計に係る案の１、案の２のメリット及び留意点 
 現在の推計方法 

[利用する統計] 

ベース：国勢調査 

補 正：「日本の 

世帯の 

将来推計」 

 

案の１ 

[利用する統計] 

ベース：住民基本台帳 

補 正：住民基本台帳 

 

案の２ 

[利用する統計] 

ベース：国勢調査 

補 正：住民基本台帳 

メ

リ

ッ

ト

・ 公的統計を用いた

推計である。 

・ 世帯の定義は受信

規約とほぼ同様。 

・ 調査協力義務を背

景に一軒一軒を確認

する調査であり、信

頼性が高いとの指摘

がある。 

 

・ 公的統計の統計値をそ

のまま利用。 

・ 世帯の定義は受信規約

とほぼ同様。 

・ 住民基本台帳は、基本

的に「一般世帯」、「施設

等の世帯」、「不詳世帯」

の区別なく、年度ごとの

世帯数を一次データと

して把握。 

・ 公的統計を用いた推計

である。 

・ 世帯の定義は受信規約

とほぼ同様。 

・ 調査協力義務を背景に

一軒一軒を確認する調

査であり、信頼性が高い

との指摘がある。 

・ 時期補正には推計値で

はなく統計値を利用。 

・ 住民基本台帳は、基本

的に「一般世帯」、「施設

等の世帯」、「不詳世帯」

の区別なく、年度ごとの

世帯数を一次データと

して把握。  

総世帯数の推計に係る案の１～案の３のメリット及び留意点 

 案の１ 

現在の推計方法 

[利用する統計] 

ベース：国勢調査 

補 正：「日本の世帯の 

将来推計」 

案の２ 

[利用する統計] 

ベース：住民基本台帳

補 正：住民基本台帳

 

案の３ 

[利用する統計] 

ベース：国勢調査 

補 正：住民基本台帳 

メリ

ット 

・ 公的統計を用いた推計で

ある。 

・ 世帯の定義は受信規約と

ほぼ同様。 

・ 調査協力義務を背景に一

軒一軒を確認する調査で

あり、信頼性が高いとの指

摘がある。 

・過去の推計方法との連続性

が保たれる。 

・中長期的な将来予測が可能

である。 

・ 公的統計の統計値を

そのまま利用。 

・ 世帯の定義は受信規

約とほぼ同様。 

・ 住民基本台帳は、基

本的に「一般世帯」、「施

設等の世帯」、「不詳世

帯」の区別なく、年度

ごとの世帯数を一次デ

ータとして把握。 

・ 公的統計を用いた推計

である。 

・ 世帯の定義は受信規約

とほぼ同様。 

・ 調査協力義務を背景に

一軒一軒を確認する調査

であり、信頼性が高いと

の指摘がある。 

・ 時期補正には推計値で

はなく統計値を利用。 

・ 住民基本台帳は、基本

的に「一般世帯」、「施設

等の世帯」、「不詳世帯」

の区別なく、年度ごとの

世帯数を一次データとし

て把握。  

案の１ 現在の推計方法を、そのまま継続する方法

案の２ 推計の基礎となる統計を国勢調査ではなく、住民基本

台帳に基づく世帯数とする方法 

案の３ 推計の基礎となる統計は国勢調査のままとし、国勢調

査が行われない５年間の世帯増を「日本の世帯数の将来推計」

ではなく住民基本台帳を利用した時期補正により推計する方

法 



 

頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

１～３ （中略） 
推計の見直しの検討に当たっては、上記のメリット

及び留意点を勘案しつつ、契約率等の算定の母数が国

民視聴者にとって信頼性のより高いものとなるよう

にすることが重要である。 

 

 

 

○既に述べた理由により、取りまとめ（案）に「ＮＨＫにおいて」

を追加し、「見直し」を「精査」にするとともに、「より高い」の

「より」を削除されることを要望します。 

 

 

 

 

２０ 

（上記の要約） 

 
○「国勢調査」は、国民の調査協力義務を背景に、現地で一軒

一軒の世帯を確認して調査しており、住民が自治体に届け出

る「住民基本台帳」よりも、受信契約の基礎となる世帯の把

握の点で、親和性が高いと考えます。 

住民基本台帳は、国勢調査と異なり、世帯の人数別の数が分

かりませんので、二人以上世帯と単身世帯の数に、それぞれ

のテレビ普及率を乗じるという、現在行っている推計方法も

取りえなくなります。 

 

○住民基本台帳を活用した方法にも誤差やデメリットがありう

ることから、過去の支払率等との連続性や中長期的な将来予

測が可能な「現在の推計方法をそのまま継続する方法」も、

検討対象とされるべきと考えます。また、連続性の確保や将

来予測が可能な点を、メリットとして明記されることを要望

します。 

ＮＨＫにおいて推計の精査を検討するに当たっては、上記のメ

リット及び留意点を勘案しつつ、契約率等の算定の母数が国民

視聴者にとって信頼性の高いものとなるようにすることが重要

である。
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２０ ４～１７ ウ その他 

（ア）別宅等に係る追加的な補正 

現在のＮＨＫの推計方法は、国勢調査で「施設等の

世帯」として計上されている寮・寄宿舎等の学生につ

いて補正を行っているが、同様に「施設等の世帯」と

して計上されている公的老人ホームについては補正

を行っていない。 

○公的老人ホームについては、免除の対象であるため、現在は補正

していませんが、免除（無料）契約も含めた全体の受信契約対象

世帯の状況も同時に示すことが必要ではないかという視点もあり

うることから、推計プロセスの図の描き方について検討を行って

いきたいと考えています。 

 

○別宅については、居住があるものとして「国勢調査」の世帯数に

含まれているものと見ており、追加的な補正の必要はないと考え

られています。なお、別荘については、テレビの設置がないもの

も多いと思われますが、別荘についてのテレビ普及率の調査を行

っていないこともあり、すべての別荘がテレビを設置していると

みなしています。 

 

また、別荘については住宅・土地統計調査を用いて

補正行っているが、別宅については補正を行っていな

い。 

これらのうち寮・寄宿舎の学生等及び公的老人ホー

ムについては、上記案の１を採用する場合には補正不

要となるが、推計の基礎となる統計を国勢調査とする

案の２を採用する場合には補正を行うことが適当で

ある。また、別荘及び別宅については、受信規約との

親和性の観点から補正が必要であり、現在補正を行っ

ていない別宅について追加的な補正を行うことが適

当である。 

○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 

 

 

 

 

これらのうち寮・寄宿舎の学生等及び公的老人ホームについ

ては、上記案の２を採用する場合には補正不要となるが、推計

の基礎となる統計を国勢調査とする案の１または３を採用する

場合には補正を行うことが適当である。また、別荘及び別宅に

ついては、現在補正を行っていない別宅について追加的な補正

を行うことが適当かどうか、さらに精査する必要がある。
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２０ １８ 
～ 

（イ）住宅着工件数の活用可能性 

住宅着工件数の増加には、既存世帯が移転するもの

と移転に伴い新たに世帯が形成されるものがあるが、

このうち新規世帯の増加は、住民登録により、住民基

本台帳に基づく世帯数の増加に反映されているもの

と考えられることから、住民基本台帳に基づく世帯数

の統計を推計の基礎となる統計として活用すること

により、世帯の増加数を把握することが可能と考えら

れる。 

なお、既存世帯の移転と新規世帯の増加の正確な比

率を把握することは困難であるため、住宅着工件数を

直近の世帯数の増加数を推計する際に直接に活用す

ることは困難である。 

○この項では、住宅着工件数の活用可能性について記述するものと

考えますので、まずその可否について記述すべきものと考えます。

しかるに、左の下線部は住宅着工件数の活用可能性とまったく無

関係であり、記述の意味するところが分かりかねます。 

 

○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 

 

２７ 

 

 ２８～ （ウ）テレビ故障世帯数等に係る補正 

ＮＨＫの独自調査である「受信契約状況状態調査」

の結果を活用してテレビが故障している世帯数、長期

不在となっている世帯数などを控除する推計プロセ

スについては、テレビ普及世帯数を求める推計プロセ

スの中で本来控除されるべきもの等と考えられるた

め、ＮＨＫにおいて、法令や受信規約との親和性を念

頭に置きつつ、テレビ故障世帯数、長期不在世帯数等

に関する推計プロセスの改善を行うことが適当であ

る。 

○有料の契約対象者についての契約率・支払率を計算する現状の目

的を前提とする限り、テレビ故障・長期不在などの契約対象とな

らない世帯は、推計プロセスのどの段階で控除しても結果は変わ

らないと考えますので、現在の取り扱いを行っていますが、契約

の対象とならない世帯数も含めた全体の世帯の状況も同時に示す

ことが必要ではないかという視点もありうることから、推計プロ

セス図の描き方について検討を行いたいと考えています。 

（イ）住宅着工件数の活用可能性 

住宅着工件数の増加には、既存世帯が移転するものと移転に

伴い新たに世帯が形成されるものがあるが、既存世帯の移転と

新規世帯の増加の正確な比率を把握することは困難であるた

め、住宅着工件数を直近の世帯数の増加数を推計する際に直接

に活用することは困難である。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２１ 

～ 
③事業所における「契約対象件数」の推計方法の見直

し 

ア 事業所における「契約対象件数」の推計方法の見

直しの必要性 

（中略） 

イ 事業所における「契約対象件数」の推計方法の見

直し 

５～ 

２２ 

（中略） 

○既に述べた理由により、「見直し」を「精査」に修正されることを

要望します。 

 

 

 

 

 

 ２０～ （前略）その中で、ホテル関係有識者からは、（ア）

衛生行政業務報告例の統計は、概ねホテル・旅館の客

室数に等しいこと、（中略） 

 

 

○取りまとめ（案）では、ヒアリングに出席されたホテル関係有識

者の方がお持ちになっていた何らかの独自データに照らし合わせ

て、「衛生行政報告例」のホテルや旅館の数値が正しいという見解

を述べられたような予断を与えかねませんが、その方のご発言の

真意は、特段独自データがある訳ではなく、たんに「衛生行政報

告例」が厚生労働省の公的統計であるがゆえに、正しいはずであ

るという趣旨であったと考えており、このため、取りまとめ（案）

を次のとおり修正されることを要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事業所における「契約対象件数」の推計方法の精査

ア 事業所における「契約対象件数」の推計方法の精査の 

必要性 

イ 事業所における「契約対象件数」の推計方法の精査

（ア）衛生行政報告例の統計は、厚生労働省の公的統計である

ので、ホテル・旅館の客室数が概ね正しく報告されているはず

であること
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２２ ４～ これについて、ＮＨＫからは、事業所・企業統計調

査と衛生行政業務報告例の２つの統計の性格の違い

により数値の差が生じているとの説明が行われたが、

統計の性格の違いのみでこのような大きな数値の差

が説明できるかについては疑問の余地がある。そもそ

も、現在の推計は、公的統計（事業所・企業統計調査）

と独自調査結果を組み合わせることにより行われて

いるが、この独自調査の調査手法については、本研究

会におけるヒアリングにおいても、十分な説明が行わ

れなかったものであり、衛生行政業務報告例の統計値

との大きな乖離の原因であることも否定できず、本件

については、法律に基づく許可件数の積み上げである

衛生行政業務報告例の方が信頼性がより高いものと

考えられる。 

 また、ＮＨＫは、（中略）母数推計の信頼性を確保

するための見直しを行っていくことが必要である。 

○「衛生行政報告例」によるホテル・旅館の室数「約１５５万室」

は、旅館業法に基づく旅館業の営業申請に対して自治体が許可を

行った件数（許可件数マイナス廃止件数）が、自治体から厚生労

働省に報告され、その数字を積み上げたものです。行政上の必要

から集めたデータをもとに作成された統計であり、内容の更新が

適切になされていることがデータの信頼性の前提となります。 

○ＮＨＫでは、九州地方、中国地方の中核市であるＸ市、Ｙ市（注）

を例に、旅館業法の許可を受けているホテル・旅館の存否調査を、

電話帳や住宅地図などにより行いました。すると、宿泊施設とし

て現存していると推測されるものは、Ｘ市では７７％、Ｙ市では

４６％にとどまる一方、電話帳にも住宅地図にも見当たらないな

ど、既に廃業していると考えられる施設は、Ｘ市では２３％、Ｙ

市では５４％にも及んでいました。当該自治体や厚生労働省の担

当者からは、廃業していたとしても廃業の届けがない以上、職権

では抹消できない旨を伺っています。 

○この調査結果から、ＮＨＫとしては、取りまとめ（案）における

『法律に基づく許可件数の積み上げである衛生行政報告例の方が

信頼性がより高いものと考えられる』という記述について、十分

な根拠のある疑問を持つに至っています。 

○もっとも、どのような統計でも誤差が生じることはやむを得ない

ことであり、「衛生行政報告例」のデータを使用するよう求めるの

であれば、上記で示した十分な根拠のある疑問を払拭できるデー

タを示していただく必要があると考えます。示すことができない

のであれば、取りまとめ（案）を適切に修正されることを要望し

ます。なお、疑問が払拭されるデータが示されるのであれば、Ｎ

ＨＫとしても、「衛生行政報告例」の使用について積極的に検討し

ていきたいと考えます。 

〔（注）総務省に提出した正本では実名を記載しています。〕 



頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２２   ○この件につきましては、業務への影響が大きく、データの信頼性

にも関わるため、ＮＨＫが独自に自治体に公文書公開請求をした

うえで調査した結果、判明したものです。事務局におかれまして

も、あらかじめ統計の実態や目的について調査されたうえで、課

題として提起されることを要望いたします。 

 

○以上の理由により、取りまとめ（案）を適切に修正されることを

要望します。 

 例えば、より正確に事実関係を叙述する観点も含めて、取りまと

め（案）を次のように修正されることも考えられます。 

これについて、ＮＨＫからは、事業所・企業統計調査と衛生

行政報告例の２つの統計の対象範囲の違いにより数値の差が生

じている可能性があり、今後精査したいとの説明が行われたが、

統計の性格の違いのみでこのような大きな数値の差が説明でき

るかについては疑問の余地がある。そもそも、現在の推計は、

公的統計（事業所・企業統計調査）と独自調査結果を組み合わ

せることにより行われているが、この独自調査の調査手法につ

いては、本研究会におけるヒアリングにおいても、調査会社と

の契約上の守秘義務を理由に、十分な説明が行われなかったも

のであり、衛生行政報告例の統計値との大きな乖離の原因であ

ることも否定できないが、本件については、法律に基づく許可

件数の積み上げである衛生行政報告例の方が信頼性がより高い

ものと考えられるかどうか、疑念を生じさせる実例も存在する

ため、さらに精査する必要がある。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 

２２    

   （上記の要約） 

○「衛生行政報告例」のホテル・旅館の室数は、旅館業の営業

申請に対する自治体の許可件数を積み上げたものであり、登

録内容がもれなく更新されることがデータの信頼性の前提で

す。ＮＨＫで、Ｙ市、Ｘ市を例に、自治体に登録されている

ホテル・旅館の存否調査を行ったところ、廃業済みと考えら

れる施設は、Ｙ市で５４％、Ｘ市で２３％にも及んでいまし

た。自治体や厚生労働省の担当者からは、仮に廃業していた

としても、廃業届がない以上、登録されたままになる旨を伺

っており、ＮＨＫでは、「衛生行政報告例」のデータについて、

十分な根拠のある疑問を持つに至っています。 

 

○「衛生行政報告例」のデータの使用を求められるのであれば、

上記で示した疑問を払拭できるデータを示していただく必要

があると考えます。なお、疑問が払拭されるデータが示され

るのであれば、ＮＨＫとしても、「衛生行政報告例」の使用に

ついて積極的に検討していきたいと考えます。 

また、ＮＨＫは、（中略）母数推計の信頼性を確保するため

の精査を行っていくことが必要である。 
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
２２ ２５～ ④その他 

ア ＮＨＫの独自調査 

○ＮＨＫの独自調査については、これまでも、調査方法の改善など

不断の努力を行ってきましたが、今後さらに、外部の専門家のア

ドバイスを受ける仕組みを導入するなどして、よりいっそう信頼

性の高いものとなるようにしたいと考えます。 

ただし、その際には、取りまとめ（案）でご指摘いただいている

とおり、調査コストと信頼性のより高い推計を行うことの効果を

見極める必要があると考えます。 
２３ ８～ イ 推計方法等の公表 ○ＮＨＫとしても、視聴者の皆さまからの信頼を高める観点から、

透明性をよりいっそう高めていくことが重要であると考えます。

月ごとの受信契約件数などの基本的なデータは、現在でも既に公

表していますが、今後も、ＮＨＫのホームページ等で、毎年度の

受信契約状況を公表することを検討するなど、数値的な指標をは

じめ、受信料制度全般につきまして、透明性をより高める努力を

行っていきたいと考えています。 

○なお、ＮＨＫの営業活動の単位である期（２か月）ごとに契約率

を公表しても、その変化は微小であり、また期ごとの母数の変化

を示す公的統計もありません。こうした短期間の周期での公表に

ついては、契約率よりも、受信契約数やその増減数自体を公表す

る方が適切であると考えます。 



 
頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
３０

～ 

３１ 

２～ ５（４）ＮＨＫにおける受信料体系の見直しについて

の検討 

①受信料体系の見直しに関する各方面からの意見・要

望等 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＮＨＫは、研究会に対し、受信料に関する各種の資料設定やヒア

リング対応等を通じて、研究会のヒアリングのご要請にお応えす

る形でできる限りご協力してきました。 

しかしながら、取りまとめ（案）において、検討中の受信料体系

の見直しについてのヒアリングで、ＮＨＫから『十分な説明は行

われなかった』との評価が、詳細に記述されています。 

○ＮＨＫとしては、検討中の事項でもあり、その時点で説明できる

ことには制約もありましたが、その中で可能な限りお尋ねのあっ

たことに誠実にお答えしたつもりです。今後も、検討状況に応じ

て、説明できることは視聴者の皆さまに誠実にご説明していく考

えです。 

○とくに、平成２０年度の予算・事業計画の策定の過程で、事業所

の半額特例等を導入する場合には、その具体内容と、それが受信

料収入に及ぼす影響や事業所契約率の変化等の試算内容を明らか

にしていく考えです。 

 

○こうしたＮＨＫの基本方針をご理解のうえ、取りまとめ（案）の

記述においては、適切に取り扱われるよう要望します。 
１５  

 

 

 

～ 
１６ 

他方、ＮＨＫからは検討中の受信料体系の見直しに

関する考え方を聴取したが、以下のア～エに掲げる事

項について、十分な説明は行われなかった。 

 

 

○上で述べた理由により、取りまとめ（案）を、例えば次のように

修正されることを要望します。 

 

 

 

 

 

 

他方、ＮＨＫからは検討中の受信料体系の見直しに関する考

え方を聴取したが、以下のア～エに掲げる事項について、公開

ヒアリングの時点では、ＮＨＫにおいて検討中のものであり、

成案に至っていないものや、試算が確定していないものもあっ

たため、十分な説明は行われなかった。
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
３０

～ 

３１ 

１７～ ア 「半額程度」という割引率の妥当性 

二契約目以降の受信料を半額程度とする割引率に

ついては、（中略）十分な説明は行われなかった。 

 

 

 

 

 

イ 新たな事業所割引と公平負担との関係 
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新たな事業所割引は事業所間の負担の在り方を抜

本的に見直すものであるため、（中略）公開ヒアリン

グでは、ＮＨＫから、新たな事業所割引がなぜ公平負

担につながるのかという点について十分な説明は行

われなかった。 

 

 

 

  

ウ 新たな事業所割引が受信料収入に及ぼす影響 

公開ヒアリングでは、（中略）試算の前提条件、試算

方法等この試算の根拠に関する詳細な説明はなく、

（中略）見解が示されたのみであった。 

 

 

 

エ 「設置場所全数分」を契約しているか否かの確認

方法 

新たな事業所割引は、（中略）具体的な確認方法に

関する説明は行われなかった。 
 

 

 

 

エ 「設置場所全数分」を契約しているか否かの確認方法 

新たな事業所割引は、（中略）公開ヒアリングの時点では、具

体的な確認方法に関する説明は行われなかった。 

ウ 新たな事業所割引が受信料収入に及ぼす影響 

公開ヒアリングでは、（中略）公開ヒアリングの時点では、

試算の前提条件、試算方法等この試算の根拠に関する詳細な説

明はなく、（中略）見解が示された。 

イ 新たな事業所割引と公平負担との関係 

新たな事業所割引は事業所間の負担の在り方を抜本的に見直

すものであるため、（中略）公開ヒアリングの時点では、ＮＨ

Ｋから、新たな事業所割引がなぜ公平負担につながるのかとい

う点について十分な説明は行われなかった。 

ア 「半額程度」という割引率の妥当性 

二契約目以降の受信料を半額程度とする割引率については、

（中略）十分な説明は、公開ヒアリングの時点では行われなか

った。 



 

頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
３１ １６～ ②受信料体系の見直しの検討の視点 ○ＮＨＫとしては、従来の受信料体系改定の考え方との整合性につ

いては、社会的変化をふまえ、従来からの延長だけではなく、違

った視点からの考え方をとることが必要な場合もありうると考え

ます。 

 
（中略） 

ア 従来の受信料体系改定の考え方と整合的である

か 
イ 一部の者への割引の導入により他者に過剰な負

担を強いる結果とはならないか 
○また、取りまとめ（案）の２８ページにあるとおり、多数契約一

括支払に関して、諸外国や他企業を参考に割引率を設定した先例

もあります。 ウ 割引を導入することにより受信料収入が減収と

なり、公共放送の質が低下することにはならない

か ○このため、取りまとめ（案）を次のとおり修正されることを要望

します。 
エ 割引を導入することにより不公平感の解消が図

られ、契約率、支払率が上昇することにつながる

ものであるか 

 
 
 

○ ウについては、受信料収入が減収となる割引の導入が必ずしも否

定されるものではないと考えます。 

 
３２ ２～ （中略） ○平成２０年度の予算・事業計画の策定の過程で、事業所の半額特

例等を導入する場合には、その具体内容と、それが受信料収入に

及ぼす影響や事業所契約率の変化等の試算内容を明らかにしてい

く考えです。 

受信料体系の改定に先立っては、ＮＨＫにおいてパブ

リックコメントなどの国民視聴者の意見を聴取する

機会が設けられることが必要である。その上で、これ

を踏まえ最終的に受信料体系の改定を公表する際に

は、パブリックコメントなどにおける国民視聴者の意

見、第４回のヒアリングで示された意見・要望を含む

日ごろからＮＨＫに届いている様々な意見・要望に対

するＮＨＫの考え方が明らかにされるべきである。 

○ＮＨＫでは、受信料体系のあり方について、視聴者の皆さまのご

意見を反映させることは、受信料制度へのご理解をいただくうえ

で重要なことであると考えており、視聴者の皆さまのご意見の収

集をより的確・適切に行う具体的な方法につきましては、今後、

検討していきます。 

ア 従来の受信料体系改定の考え方との整合性をどう考えるか
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頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
３６ 

～ 

３７ 

 ６（３）衛星受信料体系についての検討 

（中略）衛星契約ではなく､従前の地上契約を継続す

ることができるよう受信規約の改正等の適切な措置

が講じられるべきである。 

ただし、こうした措置を講じた場合、（中略）実効

性が十分に確保されるための手続上の工夫が必要で

あり、具体的な手続については、今後、受信料契約事

務の実務を担っているＮＨＫにおいて検討されるべ

きものと考えられる。 

（中略） 

上記措置により、（中略）一定の負担はやむを得な

いものと考えられる。 

（中略） 
なお、こうした措置の実施に当たっては、（中略）

十分な説明を行うことに留意する必要がある。 

○受信料は、公共放送ＮＨＫの主たる財源であり、放送法に基づい

てテレビをお持ちの視聴者の皆さまにご負担いただくことによ

り、ＮＨＫの活動の高度な自主性・自律性を財源面から保障して

います。衛星受信料については、放送法および受信規約の条項に

基づいて、地上放送と同様、衛星放送を受信できる設備を設置し

た場合は衛星受信契約を締結していただくことを原則としていま

す。今後もこの原則に変わりはありません。 

○今回、研究会から取りまとめ（案）としてご提言いただいた措置

については、原則に立ち返れば、導入は難しいものと考えますが、

一方で、措置の対象として考えられている視聴者のご要望に実際

にお応えすることができるのかどうか、すなわち、日々、大量の

受信者の異動情報を取り扱うなかで、対象となる場合を誤りなく

把握し、同時に不正利用を確実に防止できるような有効な具体的

方法を見出せるかどうかを、ＮＨＫとしても、様々な観点からし

っかりと検討していきたいと考えます。 

○しかしながら、今回の措置を導入した場合でも、いわゆるＡＭ方

式のマンションにお住まいの方（衛星放送を地上アナログ放送と

同じ信号方式にして伝送する、いわゆるＡＭ方式の共同受信設備

のあるマンション等に転居したため、地上放送用テレビを設置す

るだけで衛星放送が受信できる場合。ＮＨＫの調査では、ＡＭ方

式のマンション等は、提言案で触れられた衛星受信機が必要なマ

ンション等よりも、数としては多いのではないかと見ています。）

については、措置の対象とならず、依然として衛星契約の締結が

必要となります。 

今回の措置を導入することによりかえって不公平感を増幅するこ

とにならないよう、措置の対象が限定される理由を、そのような 

視聴者の皆さまにご理解いただかなければいけない点も課題で

す。 



頁 行 意見の対象となる該当箇所 意見 
３６   ○さらに、今回の措置については、どのような場合が措置の対象な

るか、その要件が一見して明確とは言いがたいと考えます。した

がって、今回の措置を導入した場合には、措置の対象となるかど

うかという判断が難しい場合がひんぱんに生じるおそれがあり、

ひいては「衛星放送を視聴する意思がなければ、衛星契約は不要

である。」という、今回の措置に関する誤った理解が広がりかねず、

そのような混乱を生じることのないように配意しなければならな

い点も課題です。 

～ 

３７ 

 

○したがって、ＮＨＫとしては今のところ、研究会から取りまとめ

（案）としてご提言いただいた措置の導入について、確たる見通

しを持ち合わせてはいませんが、同時にこの課題に関しては、こ

のような検討にあわせ、視聴者の皆さまに、ＮＨＫの放送を受信

できる受信設備を設置した方々に広く受信料を負担いただくこと

により、公共放送の事業運営が可能になるという受信料制度の意

義をご理解いただくようお願いするとともに、一人でも多くの

方々に衛星放送をご覧いただけるよう、その魅力を高める不断の

努力をしていかなければならないと考えています。 

 

○こうしたＮＨＫの姿勢をご理解いただき、取りまとめ（案）を次

のとおり修正されることを要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

（中略）受信規約の改正等の措置を講じるべきかどうかＮＨＫ

において検討すべきである。 

ただし、こうした措置を講ずるとした場合、実効性が十分に

確保されるための手続上の工夫が必要である。具体的な手続に

ついては、今後、受信料契約事務の実務を担っているＮＨＫに

おいて検討を行い、実施可能な具体策が実際に見出されること

が前提となると考えられる。
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意見 頁 行 意見の対象となる該当箇所 

３６    
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～  
３７ 

 

 

 

 

（上記の要約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

上記措置を講ずるとした場合は、 

（中略） 

 なお、こうした措置を講ずるとした場合は、（後略） 

○衛星放送を受信できる設備を設置した場合に衛星受信契約が

必要という原則に立ち返れば、ご提言いただいた措置の導入

は難しいものと考えますが、一方で、措置の対象として考え

られている視聴者のご要望に実際にお応えできるのかどう

か、ＮＨＫとしても、様々な観点からしっかりと検討してい

きたいと考えます。 

 

○措置の対象とならない視聴者へのご説明、措置の要件の明確

性と措置の正しい理解の促進などの課題があり、ＮＨＫとし

ては、今のところ、措置の導入について確たる見通しを持ち

合わせてはいませんが、視聴者の皆さまに、受信料制度の意

義をご理解いただくようお願いするとともに、衛星放送の魅

力を高める不断の努力をしていかなければならないと考えて

います。 

  


